
◆ 高等学校が自治体、高等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進することで
、地域振興の核としての高等学校の機能強化を図る。

✔指定校数：82校程度：新規41校程度、継続41校（1校4百万～7百万円程度）

Society5.0に向けた高等学校改革パッケージ

◆将来のイノベーション創出を担う科学技術人材を育成するため
、教育課程等の改善に関する研究開発を含めた先進的な理
数系教育を実施している高等学校をSSHに指定し支援。

✔指定校数：R２年度新規指定 40校程度

スーパーサイエンスハイスクール ※継続 ※運営費交付金中の推計額

2,415百万円（2,219百万円）

◆ 将来、イノベーティブなグローバル人材を育成するため、これまでのスーパーグローバルハイス
クール（SGH）などの取組の実績を活用し、高等学校等と国内外の大学、企業、国際
機関等が協働し、高校生へより高度な学びを提供する仕組みを構築する。

◆ グローバルな社会課題研究のカリキュラム開発や研究内容と関連する高校生国際会議の
開催、大学教育の先取り履修を単位認定する取組、高度かつ多様な科目内容を生徒
個人の興味・関心・特性に応じて履修可能とする高校生の
学習プログラム/コースを開発・実践するなど、事業拠点校を
中心として、ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）
コンソーシアムの構築を目指した取組を実施する。

✔ 20拠点程度（新規10拠点、継続10拠点）

地域との協働による高等学校教育改革推進事業

地域ＮＰＯ

産業界
社会教育機関
（公民館等）

大学・
専修学校等

小中学校等

高等学校

地域

市町村
（首長・教育委員会等）

高校生と地域課題のマッチングを
効果的に行うためのコンソーシアムを構築
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【取組例】
・短期・長期留学や海外研修をカリキュラムの中に
体系的に位置づけ
・大学教育の先取り履修を単位認定する取組など高大接
続による高度かつ多様な科目内容のプログラムを用意等

●学校・地域のニーズに応じた類型で実施 ＊高大接続枠10件程度（新規）各類型の内数として

＜地域魅力化型＞〈普通科中心40校程度：新規20校程度、継続20校 〉
地域課題の解決等を通じた学習を各教科・科目や学校設定科目等において体系的に実施する
ためのカリキュラムを構築

＜グローカル型＞〈学科共通40校程度：新規20校程度、継続20校〉
グローバルな視点を持ってコミュニティーを支える地域のリーダーを育成

＜プロフェッショナル型＞〈専門学科中心12校程度：新規11校程度、継続11校〉
地域の産業界等との連携・協働による実践的な職業教育を推進し、地域に求められる人材を育成
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【基礎枠 取組例】
＜R元年度：212校＞

・学習指導要領の枠を超え、理数を重視
した教育課程を編成
・主体的・協働的な学びを重視
・研究者の講義による興味関心の喚起や
フィールドワーク等による自主研究の取組
・上記取組を高大連携や企業連携等
により高度に実施

【重点枠 取組例】
※更に高度な取組には追加
支援（500～3000万円/年・校）

＜R元年度：17校+１コンソーシアム＞
・高大接続による人材育成
手法の開発・実証
・カリキュラムや指導手法等
の広域普及
・海外の研究機関等との連
携による共同研究
・企業等との連携による 地球規模
課題の解決

（750～1200万円程度/ 年・校、指定期間5年）

※スーパーグローバルハイスクール（継続指定校11校 97百万円）及びスーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（継続指定校10校 54百万円）の事業成果を活用。

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業 250百万円 （R2要求・要望額）

113百万円 （R1予算額）

251百万円（R1予算額）

577百万円（R2要求・要望額）
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背景 課題

今後５年間ほどでアドバンスト・ラーニング・ネットワークを形成した
拠点校を全国に50校程度配置し、将来的にＷＷL（ワールド・ワイド・
ラーニング）コンソーシアムへとつなげる

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
令和２年度概算要求額 250百万円

（前年度予算額 113百万円）

アドバンスト・ラーニング・ネットワークのイメージ

高等学校と関係機関をつ
なぎ、カリキュラムを研究開
発する人材（カリキュラムア
ドバイザー）等の配置

国際会議の開催等により、プロジェクトが効果的に
機能するよう高校間のネットワークを形成

事業概要

◆ 将来、イノベーティブなグローバル人材を育成するため、文

理両方を学ぶ高校改革と高大接続改革を推進するリー

ディングプロジェクト。

◆ 高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が協

働し、高校生により高度な学びを提供する仕組みを構築。

◆ グローバルな社会課題研究のカリキュラム開発

や研究内容と関連する

高校生国際会議の開催

◆ 大学教育の先取り履修を単位認定する取組や高度かつ

多様な科目内容を生徒個人の興味・関心・特性に応じ

て、履修可能とする高校生の学習プログラム／コースを

開発・実践。

これまでのスーパーグローバルハイスクール（SGH）事業
などの取組の実績を活用

Society 5.0に向けたリーディング・プロジェクト

➢ 委託先：都道府県市教育委員会、国立学校法人、学校法人
➢ 対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校
➢ 指定期間：原則3年（3年目の評価に応じて延長可）
➢ 拠点校数：20拠点
（新規10拠点・継続10拠点＜うち幹事管理機関1拠点＞）
➢ 委託経費：年間1000万円程度／件
（研究開発内容や対象生徒など規模に応じて決定）
➢ 調査研究：1件（事業の評価・検証の在り方を検討。代表的な取組
事例や優良事例を把握・公表）

【高校生ESDシンポジウム2018年11月】
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＊１ 本事業に参加する高等学校等（中等教育学校，併設型及び連携型中学校・高等学校を含む）のうち，事業実施の中心となる（拠点となる）高等学校等。
＊２ 本事業に参加する高等学校等のうち，拠点校と設置者が同じであり，拠点校と共同で事業に取り組む高等学校等。
＊３ 本事業に連携して取り組む国内外の高等学校等（在外教育施設やインターナショナルスクール等も含む）。委託契約時におけるもの。（）については、国内機関については設置種別、海外機関については国名・地域で表記。

令和元年度WWLコンソーシアム構築支援事業拠点一覧（令和元年４月１８日現在）

No
都道
府県

管理機関 事業拠点校＊１ 事業共同実施校＊２
事業連携校＊３

国内 国外

1 埼玉
国立大学法人
筑波大学

筑波大学附属坂戸
高等学校（国立）

－

筑波大学附属高等学校（国立）
筑波大学附属駒場高等学校（国立）
筑波大学附属視覚特別支援学校高等部（国立）
筑波大学附属聴覚特別支援学校高等部（国立）
筑波大学附属桐が丘特別支援学校高等部（国立）

中部大学春日丘高等学校（私立）
東京学芸大学附属国際中等教育学校（国
立）
お茶の水女子大学附属高等学校（国立）

ボゴール農科大学コルニタ高校（インドネシア）
インドネシア環境林業省附属林業高等学校
（インドネシア）
カセサート大学附属高等学校（タイ）
フィリピン大学附属ルーラル高等学校（フィリピン）

2 東京
東京都
教育委員会

東京都立南多摩
中等教育学校
（公立）

東京都立白鷗
高等学校・附属中学校

東京グローバル10指定校（公立）
知的探究イノベーター推進校（公立）

3 東京
学校法人
渋谷教育学園

渋谷教育学園渋谷
高等学校（私立）

－
渋谷教育学園幕張高等学校（私立）
清教学園高等学校（私立）
広島女学院高等学校（私立）

St.Stephens' Episcopal School（アメリカ合衆国）
Raffles Institution（シンガポール）
Loretto College（オーストラリア）

4 石川
国立大学法人
金沢大学

金沢大学人間社会
学域学校教育学類
附属高等学校
（国立）

－

石川県立金沢泉丘高等学校（公立）
石川県立金沢二水高等学校（公立）
石川県立小松高等学校（公立）

石川県立七尾高等学校（公立）
富山県立高岡高等学校（公立）
福井県立高志高等学校（公立）

台湾師範大学附属高級中学（台湾）
シンガポール経営学院インターナショナルアカデミー
（シンガポール）
マヒドン高等学校（タイ）
キングモンクット工科大学トンブリ校附属高等学校（タイ）
上海市七宝中学（中国）

5 静岡
静岡県
教育委員会

静岡県立三島北
高等学校（公立）

－
静岡県立静岡高等学校（公立）
静岡県立沼津東高等学校（公立）
静岡市立高等学校（公立）

宮城県仙台二華中学校・高等学校
（公立）
長崎県立長崎東高等学校（公立）

6 京都
学校法人
立命館

立命館宇治
高等学校（私立）

－

市川高等学校（私立）
聖光学院高等学校（私立）
青翔開智高等学校（私立）
福岡雙葉高等学校（私立）

東明館高等学校（私立）
立命館高等学校（私立）
立命館慶祥高等学校（私立）
立命館守山高等学校（私立）

中山大学附属國光高級中学（台湾）
KASETSART UNIVERSITY LABORATORY SCHOOL
（タイ）

7 大阪
大阪府
教育委員会

大阪府立北野
高等学校（公立）

－

大阪府立大手前高等学校（公立）
大阪府立高津高等学校（公立）
大阪府立天王寺高等学校（公立）
大阪府立豊中高等学校（公立）
大阪府立茨木高等学校（公立）

大阪府立四條畷高等学校（公立）
大阪府立生野高等学校（公立）
大阪府立三国丘高等学校（公立）
大阪府立岸和田高等学校（公立）

Crookwell High School（オーストラリア）
建国高級中学（台湾）
SMK Convent Kajang（マレーシア）

8 兵庫
神戸市
教育委員会

神戸市立葺合
高等学校（公立）

神戸市立科学技術高等学
校
（公立）
神戸市立神港橘高等学校
（公立）
神戸市立須磨翔風高等学
校（公立）

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校（公立） 台中市立台中第一高級中学校（台湾）
FENIX高校（スウェーデン）
Westbourne Grammar School（オーストラリア）
Sammamish High School（アメリカ合衆国）
アテネオ デ マニラ 高校（フィリピン）
Grove Academy グローブアカデミー（スコットランド）
Goenka Public School ゴエンカ高校（インド）

9 兵庫
学校法人
関西学院

関西学院
高等部（私立）

－

京都教育大学附属高等学校（国立）
京都市立西京高等学校（公立）
大阪教育大学附属高等学校池田校舎（国立）
大阪府立千里高等学校（公立）
高槻中学校・高等学校（私立）
清風南海高等学校（私立）
関西学院千里国際高等部（私立）
兵庫県立神戸高等学校（公立）
兵庫県立長田高等学校（公立）
西宮市立西宮高等学校（公立）

兵庫県立篠山鳳鳴高等学校（公立）
兵庫県立加古川東高等学校（公立）
兵庫県立姫路西高等学校（公立）
兵庫県立八鹿高等学校（公立）
兵庫県立洲本高等学校（公立）
兵庫県立北摂三田高等学校（公立）
兵庫県立国際高等学校（公立）
白陵高等学校（私立）
奈良県立畝傍高等学校（公立）
広島女学院中学高等学校（私立）

10 広島
広島県
教育委員会

広島県立広島国泰
寺
高等学校（公立）

広島県立広島叡智学園中
学校・広島叡智学園高等学
校（公立）

広島県立呉三津田高等学校（公立）
広島県立福山誠之館高等学校（公立）
広島県立西条農業高等学校（公立）

広島県立広島中学校・広島高等学校
（公立）
広島大学附属福山中・高等学校（国立）
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【グローカル型】
グローバルな視点を持って地域を支
えるリーダーを育成

地域との協働による高等学校教育改革推進事業

【プロフェッショナル型】
地域の産業界等との連携・協働によ
る実践的な職業教育を推進

令和２年度概算要求額 577百万円

（前年度予算額 251百万円）

新高等学校学習指導要領を踏まえ、地域を分厚く支える人材の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営
と改革の基本方針2019」や「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」に基づき、高等学校が自治体、高等教育機関、産
業界等との協働によりコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進することで、地
域振興の核としての高等学校の機能強化を図る。

高等学校
◆ 地域との協働による活動を学校の教育活動として明確化

◆ 専門人材の配置等、校内体制の構築

◆ 学校と地域とをつなぐコーディネーターを指定

◆ 将来の地域ビジョン・求める人材像を共有し、地域協働

に資する学習カリキュラムを開発

高校生と地域課題のマッチングを
効果的に行うためのコンソーシアムを構築

【地域魅力化型】
地域課題の解決等を通じた学習カリ
キュラムを構築し、地域ならではの
新しい価値を創造する人材を育成

【高大接続枠（新規）】※各類型の内数として10件程度

地域課題の解決等を通じた探究的な学びを大学等でも継続できる体制の構築や、大学等への接続も見据えた一貫プログラムの開発等を推進

地域の実情や人材ニーズに応じた取組を展開（合計100件程度）

【PDCAサイクル構築のための調査研究】
成果指標等の作成検証等による地域との協働による教育改革のＰＤＣＡサイクルの構築、学校と地域をつなぐ人材の在

り方の研究等を実施

※専門学科を中心に２２件程度
（うちＲ２新規指定１２件程度）

※普通科を中心に４０件程度
（うちＲ２新規指定２０件程度）

※全学科を対象に４０件程度
（うちＲ２新規指定２０件程度）

都道府県

地域ＮＰＯ

産業界

社会教育機関
（公民館等）

大学・
専修学校等

市町村

小中学校等

【コンソーシアム】
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都道府
県

設置
種別

管理機関名 学校名

岩手県 公立 岩手県教育委員会 岩手県立大槌高等学校

宮城県 公立 宮城県教育委員会 宮城県石巻西高等学校

山形県 公立 山形県教育委員会
山形県立新庄北高等学
校

山形県 公立
白い森人創生プロ
ジェクトチーム
（山形県小国町）

山形県立小国高等学校

埼玉県 公立 埼玉県教育委員会 埼玉県立小川高等学校

神奈川
県

公立
神奈川県教育委員
会

神奈川県立山北高等学
校

福井県 公立 福井県教育委員会 福井県立鯖江高等学校

長野県 公立 長野県教育委員会 長野県白馬高等学校

静岡県 公立 静岡県教育委員会 静岡県立熱海高等学校

静岡県 私立 学校法人信愛学園 浜松学芸高等学校

三重県 公立 三重県教育委員会 三重県立飯南高等学校

兵庫県 公立 兵庫県教育委員会 兵庫県立生野高等学校

島根県 公立 島根県教育委員会
島根県立松江東高等学
校

島根県 公立 島根県教育委員会 島根県立平田高等学校

岡山県 公立 岡山県教育委員会
岡山県立和気閑谷（わけしず

たに）高等学校

徳島県 公立 徳島県教育委員会
徳島県立城西高等学校
神山校

愛媛県 公立 愛媛県教育委員会 愛媛県立三崎高等学校

熊本県 公立 熊本県教育委員会
熊本県立上天草高等学
校

宮崎県 公立 宮崎県教育委員会 宮崎県立飯野高等学校

宮崎県 公立 宮崎県教育委員会
宮崎県立宮崎南高等学
校

都道府
県

設置
種別

管理機関名 学校名

北海道 公立 北海道教育委員会
北海道登別明日（のぼりべつあけび）

中等教育学校

山形県 私立 学校法人九里学園 九里学園高等学校

山形県 公立 山形県教育委員会 山形県立山形東高等学校

千葉市 公立 千葉市教育委員会
千葉市立稲毛高等学校・附属
中学校

東京都 私立
学校法人昭和女子
大学

昭和女子大学附属昭和高等
学校

福井県 公立 福井県教育委員会 福井県立丸岡高等学校

長野県 公立 長野県教育委員会 長野県長野高等学校

静岡県 公立 静岡県教育委員会
静岡県立榛原（はいばら）高等
学校

愛知県 私立
学校法人名古屋石
田学園

星城高等学校

愛知県 私立 学校法人栗本学園 名古屋国際中学校・高等学校

三重県 公立 三重県教育委員会
三重県立宇治山田商業高等
学校

兵庫県 公立 兵庫県教育委員会 兵庫県立柏原高等学校

奈良県 公立 奈良県教育委員会
奈良県立畝傍（うねび）高等学
校

奈良県 私立
学校法人奈良育英
学園

育英西中学校・高等学校

和歌山
県

私立
学校法人和歌山信
愛女学院

和歌山信愛中学校・高等学校

岡山県 公立 岡山県教育委員会 岡山県立岡山城東高等学校

香川県 公立 香川県教育委員会 香川県立高松北高等学校

愛媛県 公立 愛媛県教育委員会 愛媛県立松山東高等学校

高知県 公立 高知県教育委員会 高知県立室戸高等学校

宮崎県 公立 宮崎県教育委員会
宮崎県立五ヶ瀬中等教育学
校

都道府
県

設置
種別

管理機関名※ 学校名
実施学
科

栃木県公立栃木県教育委員会
栃木県立宇都宮工
業高等学校

工業

長野県公立長野県教育委員会
長野県飯田ＯＩＤＥ長
姫高等学校

工業・商
業

岐阜県公立岐阜県教育委員会
岐阜県立岐阜工業
高等学校

工業

愛知県公立愛知県教育委員会
愛知県立愛知商業
高等学校

商業

三重県公立三重県教育委員会
三重県立四日市工
業高等学校

工業

京都府公立京都府教育委員会
京都府立京都すばる
高等学校

商業

島根県公立島根県教育委員会
島根県立出雲農林
高等学校

農業

山口県公立山口県教育委員会
山口県立田布施農
工高等学校

農業

愛媛県公立愛媛県教育委員会
愛媛県立小松高等
学校

家庭

福岡県公立福岡県教育委員会
福岡県立香椎高等
学校

家庭

熊本県公立熊本県教育委員会
熊本県立天草拓心
高等学校

農業

地域との協働による高等学校教育改革推進事業 令和元年度指定校（51件）

プロフェッショナル型(11件) 地域魅力化型(20件) グローカル型(20件)

※ 管理機関：高等学校の設置者（国立大学法人、教育委
員会、学校法人等）又は高等学校と協働して取組を行う地
域の関係機関（市町村、民間団体等）により組織する実行
委員会等で、本事業を実施する機関
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スーパーグローバルハイスクール 令和2年度要求・要望額 97百万円

（前年度予算額 424百万円）

目的 事業概要

★グローバルな社会課題を発見・解決し、様々な国際舞台で活躍できる人材

（国際機関職員、社起業家、グローバル企業の経営者、政治家、研究者等）の輩出

◆急速にグローバル化が加速する現状を
踏まえ、社会課題に対する関心と深い
教養、コミュニケーション能力、問題解決
力等の国際的素養を身に付け、将来、
国際的に活躍できるグローバル・リーダー
を高等学校段階から育成する。

実施体制

◆国際化を進める国内の大学のほか、企業、国際機関等と連携して、グローバルな社会課題を発見・解
決し、様々な国際舞台で活躍できる人材の育成に取り組む高等学校等を「スーパーグローバルハイス
クール」に指定し、質の高いカリキュラムを開発・実践する。

◆ 委託事業：委託先（都道府県市教育委員会、国立大学法人、学校法人）
◆ 対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校（中等教育学校、併設型及び連携型中学校・高等学校）、指定期間５年間
◆ 指定校数：継続11校（平成28年度指定11校：国1校・公8校・私2校）事業終了指定校112校
◆ 評価検証：事後評価56校（平成27年度指定）実施、事業検証実施
◆ 成果普及：全国高校生フォーラムの開催 等

文
部
科
学
省

委
託

管
理
機
関
（
教
育
委
員
会
等
）

・学校の
指定
（5
年
間）
・指導
・助言
・評価
・支援

連携

✓ 探究学習の指導方法

✓ アクティブラーニング

✓ 国際理解教育

✓ 海外研修ノウハウ

✓ 海外姉妹校締結ノウハウ 等

◆他の高等学校や
小・中高校へ成果を普及

◆ 人材やプログラムの提供

取組 ✓ 英語等によるディスカッション、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ、論文作成、探究型学習、成果発表会等の実施

✓ 国内外の大学、海外の高校、企業や国際機関等と連携した国内外研修やフィールドワーク

✓ 英語等で指導する帰国・外国人教員等の派遣や、外国人留学生による英語等によるサポート

平成30年度事業検証 実績と成果の例

①卒業時のCEFR B1～B2（英検2級~準１級
程度）レベル比率の上昇

・国内外の大学
・企業
・国際機関
（OECD, 
UNESCO等）
・非営利団体等

2018年度SGH全国高校生フォーラム
（2018年12月15日）＠東京国際フォーラム

平成26年度~令和2年度

成果①

成果②

SGH対象生徒は非対象生徒に比べて、
✔大学進学の基準として「提供するカリキュラムが魅力的である」ことを重視。
✔「ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ」「レポートのまとめ方」「調査データ収集・分析」等一般的な
知識やスキル修得への評価が高い。
✔「自分と異なる立場の価値観の尊重」「相手との協力関係の構築」
コンピテンシー獲得の得点が高い。
✔「外国の様々な異文化に触れることは楽しい」「様々な外国へ行ってみたい」
というグローバルマインドセットの得点が高い。
✔「海外研修が学びにつながった」「英語を使う機会が多くよかった」
「視野が広がった」「SGHの学びが大学で役立っている」等の肯定的な意見
が多い。 平成30年度SGH事業検証 卒業生アンケート調査結果より

調査対象：平成26年度SGH指定校56校の研究開発後の卒業生協力者835名

成果③

✔卒業生の保護者（613名）のうち、SGHの満足度76％の回答

✔国内連携機関（84機関）からSGHのグローバル人材育成有用性89％の回答

✔海外連携校（78機関）からSGH指定校との国際協働プログラムへの満足度96%
SGH指定校との国際協働が日本の高校生のグローバル教育に役立っている97%等
の回答

平成30年度SGH事業検証 各アンケート調査結果より

②卒業生（SGH対象生徒）は、海外研修から学び、英語活用、視野拡大、
大学生活で役立つ等という回答が多い。

③卒業生の保護者、国内連携機関、海外連携校等のSGHへ
の満足度等が高い。

★SGH事業開始５年を通して、グローバル人材育成プログラムの内容と運営
の経験知、国内外のネットワーク等、有形無形のリソースが形成されている
一方で通年の国際協働授業実施や教職員の国際化等の課題が指摘された。

2,400 

6,084 
8,509 9,442 

10,878 

0

5000

10000

15000

H26 H27 H28 H29 H30

n=65,012

実績（例）

平成30年度SGH事業検証報告等より

海外研修参加者数（人）の上昇

平成30年度SGH事業検証報告等より

36% 34%

41%

49%
46%

29% 30%
25% 23% 22%

25%

17%

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

対象者 非対象者
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●平成27年度指定校56校（国7,公31,私18）
●平成28年度指定校11校（国1,公8,私2）

計67校（国8校,公39校,私20校）
●事業を終了した指定校
平成26年度~30年度指定校56校（国4,公34,私18）

※平成29年度、平成30年度は新規の指定なし

❶ ❶
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❶

❶❷ ❶

❶

❺❶

❶
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❶❶

❶

❶

令和元年度スーパーグローバルハイスクール都道府県別指定校数

■目 的： 急速にグローバル化が加速する現状を踏まえ、社会課題に対する関心
と深い教養、コミュニケーション能力、問題解決力等の国際的素養を身
に付け、将来、国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学校段
階から育成する。

■事業概要：国際化を進める国内の大学のほか、企業、国際機関等と連携して、グ
ローバルな社会課題を発見・解決し、様々な国際舞台で活躍できる人
材の育成に取り組む高等学校等を「スーパーグローバルハイスクール」
に指定し、質の高いカリキュラムを開発・実践する。

❶

❶

❶

❶

❸❷
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平成２８年度指定校

No 都道府県 学校種 学校名

1 宮城県 公立 宮城県気仙沼高等学校

2 栃木県 公立 栃木県立佐野高等学校

3 埼玉県 公立 埼玉県立浦和第一女子高等学校

4 千葉県 公立 千葉県立佐倉高等学校

5 東京都 国立
東京藝術大学音楽学部附属

音楽高等学校

6 東京都 私立 創価高等学校

7 大阪府 私立 高槻高等学校・中学校

8 和歌山県 公立 和歌山県立日高高等学校

9 佐賀県 公立 佐賀県立佐賀農業高等学校

10 熊本県 公立 熊本県立水俣高等学校

11 沖縄県 公立 沖縄県立那覇国際高等学校

令和元年度スーパーグローバルハイスクール指定校一覧（67校）

平成２７年度指定校

No 都道府県 学校種 学校名 No 都道府県 学校種 学校名

1 北海道 私立 立命館慶祥中学校・高等学校 29 大阪府 公立 大阪府立能勢高等学校

2 北海道 私立 札幌日本大学高等学校 30 大阪府 公立 大阪府立千里高等学校

3 岩手県 公立 岩手県立盛岡第一高等学校 31 大阪府 公立 大阪府立泉北高等学校

4 宮城県 私立 仙台白百合学園中学・高等学校 32 大阪府 私立 関西学院千里国際高等部

5 秋田県 公立 秋田県立秋田南高等学校 33 大阪府 私立 関西創価高等学校

6 福島県 公立
福島県立ふたば未来学園

高等学校
34 大阪府 私立 清風南海高等学校

7 埼玉県 公立 埼玉県立不動岡高等学校 35 兵庫県 国立 神戸大学附属中等教育学校

8 埼玉県 私立 早稲田大学本庄高等学院 36 兵庫県 公立 兵庫県立兵庫高等学校

9 千葉県 公立 千葉県立成田国際高等学校 37 兵庫県 公立 兵庫県立伊丹高等学校

10 千葉県 公立 千葉県立松尾高等学校 38 兵庫県 公立 兵庫県立国際高等学校

11 東京都 国立
東京学芸大学附属
国際中等教育学校

39 兵庫県 私立 啓明学院中学校・高等学校

12 東京都 国立
東京工業大学附属
科学技術高等学校

40 鳥取県 公立 鳥取県立鳥取西高等学校

13 東京都 私立 青山学院高等部 41 島根県 公立 島根県立隠岐島前高等学校

14 東京都 私立 富士見丘中学校高等学校 42 岡山県 公立
岡山県立岡山操山
高等学校・中学校

15 神奈川県 公立 横浜市立南高等学校 43 岡山県 私立 岡山学芸館高等学校

16 神奈川県 私立 法政大学国際高等学校 44 広島県 国立 広島大学附属福山中・高等学校

17 新潟県 公立 新潟県立国際情報高等学校 45 広島県 公立
広島県立広島中学校・

広島高等学校

18 石川県 公立 石川県立金沢泉丘高等学校 46 愛媛県 国立 愛媛大学附属高等学校

19 長野県 公立 長野県上田高等学校 47 愛媛県 公立 愛媛県立宇和島南中等教育学校

20 愛知県 国立
名古屋大学教育学部
附属中・高等学校

48 高知県 公立 高知県立高知西高等学校

21 愛知県 公立 愛知県立時習館高等学校 49 福岡県 公立 福岡県立鞍手高等学校

22 愛知県 私立 中部大学春日丘高等学校 50 福岡県 公立 福岡県立京都高等学校

23 京都府 公立 京都府立鳥羽高等学校 51 福岡県 私立 福岡雙葉中学校・高等学校

24 京都府 公立 京都市立西京高等学校 52 福岡県 私立 明治学園中学校・高等学校

25 京都府 私立 京都学園高等学校 53 福岡県 私立 中村学園女子高等学校

26 京都府 私立 同志社国際高等学校 54 長崎県 公立 長崎県立長崎東高等学校

27 大阪府 国立
大阪教育大学附属
高等学校平野校舎

55 宮崎県 公立 宮崎県立宮崎大宮高等学校

28 大阪府 公立 大阪府立豊中高等学校 56 鹿児島県 公立 鹿児島県立甲南高等学校

事業を終了した指定校 平成２６年度～平成３０年度指定校

No 都道府県 学校種 学校名 No 都道府県 学校種 学校名

1 北海道 公立 北海道登別明日中等教育学校 29 長野県 公立 長野県長野高等学校

2 北海道 公立 市立札幌開成中等教育学校 30 岐阜県 公立 岐阜県立大垣北高等学校

3 北海道 私立 札幌聖心女子学院高等学校 31 静岡県 公立 静岡県立三島北高等学校

4 青森県 公立 青森県立青森高等学校 32 愛知県 公立 愛知県立旭丘高等学校

5 宮城県 公立 宮城県仙台二華中学校・高等学校 33 愛知県 私立 名城大学附属高等学校

6 茨城県 公立 茨城県立土浦第一高等学校 34 三重県 公立 三重県立四日市高等学校

7 群馬県 公立 群馬県立中央中等教育学校 35 滋賀県 公立 滋賀県立守山中学・高等学校

8 群馬県 公立
高崎市立高崎経済大学

附属高等学校
36 京都府 公立 京都府立嵯峨野高等学校

9 埼玉県 公立 埼玉県立浦和高等学校 37 京都府 公立 京都市立堀川高等学校

10 埼玉県 国立 筑波大学附属坂戸高等学校 38 京都府 私立 立命館宇治中学校・高等学校

11 千葉県 私立 渋谷教育学園幕張高等学校 39 京都府 私立 立命館高等学校

12 東京都 私立 渋谷教育学園渋谷高等学校 40 大阪府 公立 大阪府立北野高等学校

13 東京都 私立 早稲田大学高等学院 41 大阪府 公立 大阪府立三国丘高等学校

14 東京都 私立 佼成学園女子中学高等学校 42 大阪府 私立 関西大学高等部

15 東京都 私立 順天高等学校 43 兵庫県 公立 兵庫県立姫路西高等学校

16 東京都 私立 品川女子学院 44 兵庫県 公立 神戸市立葺合高等学校

17 東京都 私立 昭和女子大学附属昭和高等学校 45 兵庫県 私立 関西学院高等部

18 東京都 私立 国際基督教大学高等学校 46 奈良県 公立 奈良県立畝傍高等学校

19 東京都 私立 玉川学園高等部・中学部 47 奈良県 私立 西大和学園中学校高等学校

20 東京都 国立 お茶の水女子大学附属高等学校 48 島根県 公立 島根県立出雲高等学校

21 東京都 国立 筑波大学附属高等学校 49 岡山県 公立 岡山県立岡山城東高等学校

22 神奈川県 県立 神奈川県立横浜国際高等学校 50 広島県 私立 広島女学院中学高等学校

23 神奈川県 公立
横浜市立横浜

ｻｲｴﾝｽﾌﾛﾝﾃｨｱ高等学校
51 山口県 公立 山口県立宇部高等学校

24 神奈川県 私立 公文国際学園中等部・高等部 52 徳島県 公立 徳島県立城東高等学校

25 富山県 公立 富山県立高岡高等学校 53 愛媛県 公立 愛媛県立松山東高等学校

26 石川県 国立
金沢大学人間社会学域

学校教育学類附属高等学校
54 熊本県 公立 熊本県立済々黌高等学校

27 福井県 公立 福井県立高志高等学校 55 大分県 公立 大分県立大分上野丘高等学校

28 山梨県 公立 山梨県立甲府第一高等学校 56 宮崎県 公立 宮崎県立五ヶ瀬中等教育学校

ＳＧＨコミュニティについて

ＳＧＨアソシエイト29校※
（国立1校、公立14校、私立14校）

※ＳＧＨ事業の構想をより多くの学校
に広めていく観点から、ＳＧＨ事業
を踏まえたグローバル・リーダー育
成に資する教育の開発･実践に取
り組む高等学校等を「ＳＧＨアソシ
エイト」として位置付けています。
ＳＧＨアソシエイトは、ＳＧＨとともに
ＳＧＨコミュニティを形成しています。

スーパーグローバル
ハイスクール（SGH）

専用ホームページについて

スーパーグローバルハイスクール
幹事校（筑波大学附属学校事務局）
が運営しています。ぜひご覧ください。

http://www.sghc.jp/
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アジア高校生架け橋プロジェクト
令和2年度要求額 553百万円

(前年度予算額 417百万円)

アジア諸国で日本語を学ぶ優秀な高校生を日本全国の高校に招聘。
日本の高校生と共に学び合い、国際交流を深める。＜今後５年間で1000人規模の交流を実現＞

○多くの日本の高校生が、海外に行かずして
国際交流を経験
→ 1クラス40人 × 1000人

＝ 40,000人が国際交流！

○海外の若者が日本の生きた「教育」、「文化」
等を体験

アジア諸国

■第２３回国際交流会議「アジアの未来」総理大臣スピーチ（2017.6.5） ＜抜粋＞

「日本語を学ぶアジアの高校生たちに、１０か月、日本で暮らせる機会を提供します。
規模は今後５年で１０００人。」

＜ポイント＞

☑ アジアの高校生を日本全国の高校に招聘

☑ 2020年度は200名を10カ月招聘

（2018年度：100名×6カ月、 2019年度：200名×8カ月招聘）

☑ 日本各地でホームステイや寮生活をしながら
日本の高校で勉強

☑ 休日には文化体験、地域交流、国内企業での
インターンシップ等

○日本の高校生の留学意欲や国際的素養の
向上

○日本とアジアの高校ネットワークの構築

○互いの国に精通したリーダー、架け橋となる
人材の育成

期待される効果
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